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連結注記表 

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

㈱丸和通運 

㈱北海道丸和ロジスティクス 

㈱東北丸和ロジスティクス 

㈱関西丸和ロジスティクス 

㈱中四国丸和ロジスティクス 

㈱九州丸和ロジスティクス 

㈱ジャパンクイックサービス 

㈱アズコムデータセキュリティ 

 (2) 主要な非連結子会社名 

㈱日本ロジスティクス研究所 

㈱ジャパンタローズ 

㈱アズコムビジネスサポート 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称 

㈱日本ロジスティクス研究所 

㈱ジャパンタローズ 

㈱アズコムビジネスサポート 

山東華和商貿物流有限公司 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等による時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。ただし、平成 10 年３月 31 日以前に取得した建物（建物附属設

備は除く）及び平成 28 年３月 31 日以前に取得した建物附属設備及び構築物については、定

率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２～65  年 

機械装置及び運搬具 ２～12  年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員（使用人兼務役員の使用人分を含む）に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。 

③ 訴訟損失引当金 

損害賠償請求訴訟等に係る損失に備えるため、経過等の状況に基づく、損失負担見込額を

計上しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

1. 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

2. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、発生年度に全額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、平均残存勤務期間による定額法により按分した額を発生

の翌期より費用処理しております。 

3. 小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

（平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第 32号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度から適用し、平成 28 年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており

ます。 

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

当社及び連結子会社は、「機械及び装置」、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」の減価償却方法

について、従来より定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しておりま

す。 

当連結会計年度を開始事業年度とする中期経営計画において、当連結会計年度に新規大型物流セ

ンターに係る有形固定資産の取得を予定しており、その一部が当連結会計年度に稼働いたしました。

当該資産については、顧客との長期契約を前提とした安定的な稼働が見込めるため、当該資産の減

価償却方法は定額法が適切であると判断いたしました。 

また、本計画の策定を機に、上記の新規大型物流センター以外の当社及び連結子会社における「機

械及び装置」、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」の使用状況についても改めて検討したところ、

同様に定額法を採用することが費用配分の観点から合理的であり、経済実態をより適切に反映でき

ると判断いたしました。 

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めていた、「未払金」（前連結会計年度1,162,853

千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めていた、「訴訟関連費用」（前連結会計年

度 200 千円）及び「リース解約損」（前連結会計年度 10,516 千円）は、営業外費用の総額の 100 分の

10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。また、前連結会計年度にお

いて、独立掲記しておりました営業外収益の「受取保険金」（当連結会計年度 21,361 千円）及び「助

成金収入」（当連結会計年度12,479 千円）は、営業外収益の総額の100分の 10以下となったため、当

連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。 

 

 



- 5 - 

 

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記 

１．担保資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 374,126 千円 

土地 1,307,000 千円 

計 1,681,126 千円 

(2) 担保付債務 

長期借入金 971,662 千円 

計 971,662 千円 

（注）長期借入金には１年内返済予定額を含んでいます。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 13,708,132 千円 

 

３．受取手形裏書譲渡高 8,978 千円 

 

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式に関する事項 

種 類 
当連結会計年度期首 

株式数(株) 

当連結会計年度増加 

株式数(株) 

当連結会計年度減少 

株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

普通株式 

 

16,038,640 

 

4,300 

 

― 

 

16,042,940 

変動事由の概要 

（注）新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、発行済株式の総数は4,300株増加しております。 

２．自己株式に関する事項 

種 類 
当連結会計年度期首 

株式数(株) 

当連結会計年度増加 

株式数(株) 

当連結会計年度減少 

株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

自己株式 

普通株式 

 

― 

 

45,246 

 

― 

 

45,246 

変動事由の概要 

（注）自己株式（普通株式）の株式数の増加は下記によるものです。 

単元未満株式の買い取りによる増加                 46株 

役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰの取得による増加  45,200株 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 28年６月 29日 

定時株主総会 
普通株式 509,226 31.75 平成 28 年３月 31 日 平成 28 年６月 30 日 

平成 28 年 11月２日 

取締役会 
普通株式 509,301 31.75 平成 28 年９月 30 日 平成 28 年 12 月８日 

（注）1 平成28年６月29日定時株主総会決議の１株当たり配当額には東京証券取引所市場第一部指定の記念配

当12.5円が含まれております。 

（注）2 平成28年11月２日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金

1,435千円が含まれております。 
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

平成 29 年６月 29 日開催の第 44 回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

配当金の総額 509,361 千円 

１株当たり配当金額 31.75   円 

配当の原資 利益剰余金 

基準日 平成 29 年３月 31 日 

効力発生日 平成 29 年６月 30 日 

４．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使日が到来していないものを除く）の目的と

なる株式の種類及び数 

第１回ストックオプションとしての新株予約権 普通株式 65,700  株 

第２回ストックオプションとしての新株予約権 普通株式 29,200   株 

 

Ⅵ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に取引先企業との取引関係の強化を目的として保有する株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年内の支払期日であります。 

長期借入金及びリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。 

長期借入金の一部については変動金利であり、金利の変動リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、与信管理規程に沿って主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状態の悪化等による回収懸念の早期把握や低減

を図っております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

営業債務や借入金の流動性リスクを抑制するために、当社では、月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参

照下さい。）。 
(単位：千円) 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 7,701,966 7,701,966 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 7,265,807 7,265,807 ― 

(3) 投資有価証券 2,237,973 2,237,973 ― 

資産計 17,205,747 17,205,747 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 4,672,603 4,672,603 ― 

(2) 未払金 3,598,105 3,598,105 ― 

(3) 長期借入金 5,063,283 5,071,667 8,384 

負債計 13,333,991 13,342,375 8,384 

（注１） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)未払金 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(3)長期借入金 

長期借入金の時価のうち、変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、また、当社

の信用状態は借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものについては、元利金の合計額を、同様の新

規借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方式によっております。 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

(単位：千円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 104,214  

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価証

券」には含めておりません。 

 

Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,121 円 15 銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

連結貸借対照表上の純資産の部の合計額 17,935,792 千円 

算定に用いられた普通株式の数 15,997,694   株 

 

２．１株当たり当期純利益 192 円 33 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 3,080,277 千円 

普通株式の期中平均株式数 16,015,797   株 

 

Ⅸ．追加情報 

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度） 

当社は、当社及び当社の子会社（以下、「対象会社」という）の取締役（社外取締役を除く。以

下、「取締役等」という）を対象に、中長期的視野をもって、業績の向上と企業価値の増大への貢

献意識を高めることを目的として、当社の業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い報酬

制度である「業績連動型株式報酬制度」（以下、「本制度」という）を導入しております。 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を

取得し、当該信託を通じて取締役等に対して、対象会社が定める役員報酬に係る取締役株式給

付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式を給付する業績連動型の株式報酬制度です。

なお、取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。 

自己株式の帳簿価額及び株式数 

当連結会計年度 65,747千円、28,400株 

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当社は、当社及び当社の子会社（以下、「対象会社」という）の従業員（以下、「従業員等」と

いう）を対象とした福利厚生制度として当社の株式を給付し、当社の株価や業績と従業員等の処遇

の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従

業員等の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」という）

を導入しております。 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を

取得し、当該信託を通じて対象となる従業員等に対して、対象会社が定める株式給付規程に従

って、業績達成度等に応じて当社株式を給付する業績連動型の株式報酬制度です。なお、対象

となる従業員等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として退職時となります。 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く)により純資産の

部に自己株式として計上しております。 

自己株式の帳簿価額及び株式数 

当連結会計年度 37,517千円、16,800株 
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個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等による時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。ただし、平成 10年３月 31 日以前に取得した建物（建物附属設備

は除く）及び平成 28年３月 31日以前に取得した建物附属設備及び構築物については、定率法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ２～31  年 

構築物 ４～40  年 

機械及び装置 ４～12  年 

車両運搬具 ２～５  年 

工具、器具及び備品 ２～15  年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、発生年度に全額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、平均残存勤務期間による定額法により按分した額を発生の

翌期より費用処理しております。 

４．その他計算書類の作成の為の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

（平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第 32号 平成 28 年６月 17 日）を当事業年度から適用し、平成 28 年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微であります。 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

当社は、「機械及び装置」、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」の減価償却方法について、従来

より定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。 

当事業年度を開始事業年度とする中期経営計画において、当事業年度に新規大型物流センターに

係る有形固定資産の取得を予定しており、その一部が当事業年度に稼働いたしました。当該資産に

ついては、顧客との長期契約を前提とした安定的な稼働が見込めるため、当該資産の減価償却方法

は定額法が適切であると判断いたしました。 

また、本計画の策定を機に、上記の新規大型物流センター以外の当社における「機械及び装置」、

「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」の使用状況についても改めて検討したところ、同様に定額

法を採用することが費用配分の観点から合理的であり、経済実態をより適切に反映できると判断い

たしました。 

なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微であります。 
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

１．担保資産及び担保付債務 

(1) 担保に供している資産 

建物 374,126 千円 

土地 1,307,000 千円 

計 1,681,126 千円 

(2) 担保付債務 

長期借入金 971,662 千円 

計 971,662 千円 

（注）長期借入金には１年内返済予定額を含んでいます。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 7,633,809 千円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 547,484 千円 

長期金銭債権 1,131,398 千円 

短期金銭債務 1,370,720 千円 

 

Ⅳ．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

(1) 営業取引による取引高 

売上高 392,308 千円 

仕入高 7,361,048 千円 

   

(2) 営業取引以外の取引による取引高 1,274,735 千円 

 

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式に関する事項 

種 類 
当事業年度期首 

株式数(株) 

当事業年度増加 

株式数(株) 

当事業年度減少 

株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

自己株式 

普通株式 

 

― 

 

45,246 

 

― 

 

45,246 

変動事由の概要 

（注）自己株式（普通株式）の株式数の増加は下記によるものです。 

単元未満株式の買い取りによる増加                 46株 

役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰの取得による増加  45,200株 

 

Ⅵ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、資産除去債務、賞与引当金、減価償却超過額

等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、資産除去費用、年金資産

等であります。 

 

Ⅶ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器及び設備等の一部については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記 

１．子会社及び関連会社等 

       (単位：千円)  

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 ㈱関西丸和ロジ

スティクス 

所有 

直接77.2% 

間接22.8% 

物流業務の委託

等 

物流業務の委託 

（注1） 

3,793,913 買掛金 635,077 

子会社 ㈱丸和通運 所有 

直接100.0% 

 

物流業務の委託

等 

役員の兼任 

貸付金の回収 

（注2） 

利息の受取 

（注2） 

317,746 

 

13,067 

 

長期貸付金 

長期前払費用 

 

 

1,049,214 

74,852 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1 物流業務の委託価格は売上及び市場価格等を参考にして、契約により決定しております。 

（注）2 資金の貸付については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。長期貸付金は主に建設協

力金として差し入れたものであり、返済条件については最長50年間、毎月末払い返済であります。 

（注）3 取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

２．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 895 円 23 銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

貸借対照表上の純資産の部の合計額 14,321,679 千円 

算定に用いられた普通株式の数 15,997,694   株 

 

２．１株当たり当期純利益 177 円 42 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

損益計算書上の当期純利益 2,841,554 千円 

普通株式の期中平均株式数 16,015,797   株 

 

Ⅹ．追加情報 

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度） 

当社は、当社及び当社の子会社（以下、「対象会社」という）の取締役（社外取締役を除く。以

下、「取締役等」という）を対象に、中長期的視野をもって、業績の向上と企業価値の増大への貢

献意識を高めることを目的として、当社の業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い報酬

制度である「業績連動型株式報酬制度」（以下、「本制度」という）を導入しております。 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を

取得し、当該信託を通じて取締役等に対して、対象会社が定める役員報酬に係る取締役株式給

付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式を給付する業績連動型の株式報酬制度です。

なお、取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。 

自己株式の帳簿価額及び株式数 

当事業年度 65,747千円、28,400株 
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（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当社は、当社及び当社の子会社（以下、「対象会社」という）の従業員（以下、「従業員等」と

いう）を対象とした福利厚生制度として当社の株式を給付し、当社の株価や業績と従業員等の処遇

の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従

業員等の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」という）

を導入しております。 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を

取得し、当該信託を通じて対象となる従業員等に対して、対象会社が定める株式給付規程に従

って、業績達成度等に応じて当社株式を給付する業績連動型の株式報酬制度です。なお、対象

となる従業員等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として退職時となります。 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く)により純資産の

部に自己株式として計上しております。 

自己株式の帳簿価額及び株式数 

当事業年度 37,517千円、16,800株 

 

 


